
49.13 49.47 49.14 49.06 48.94 

2.57 2.58 2.48 1.83 1.43 

51.70 52.05 51.62 50.89 50.37 

0

10

20

30

40

50

26 27 28 29 30

47.98 48.48 47.99 47.84 47.71 

2.23 2.25 2.22 1.60 1.25 

50.22 50.73 50.21 49.45 48.96 

0

10

20

30

40

50

26 27 28 29 30

12.59 12.58 

1.10 1.07 

7.06 6.79 

7.69 8.42 

21.01 20.10 

49.45 48.96 

0

10

20

30

40

50

29 30

20.54 20.62 

1.99 2.23 
0.05

0.06 8.66 8.57 

6.04 5.68 

5.52 5.42 

8.09 7.80 

50.89 50.37 

(31.24 ) (31.48 )

0

10

20

30

40

50

29 30







 －別２－ ３ 歳入  

 
 
 
歳入は、国庫支出金、貸付金元利収入の減少等により、前年度と比べて 5,166 億円減

（1.0％減）の 50兆 3,729億円となった。 
通常収支分及び東日本大震災分の主な増減内訳はそれぞれ以下のとおりである。 

 
 
＜通常収支分＞ 
通常収支分は、地方譲与税、地方税が増加したものの、貸付金元利収入、国庫支出金の

減少等により、前年度と比べて 1,228億円減（0.3％減）の 48兆 9,391億円となった。 
 
（１）一般財源 

地方交付税は減少したものの、地方譲与税、地方税の増加等により、前年度と比べて
2,829 億円増（0.9％増）の 31 兆 1,872 億円となった。なお、地方税については、県費
負担教職員制度の見直しに伴う税源移譲（約 5,000 億円）により、個人道府県民税が減
少したものの、法人関係二税の増加等により、全体として 773億円増加（0.4％増）して
いる。 

 
（２）国庫支出金 

国民健康保険財政安定化基金の造成に係る補助金の減少等により、前年度と比べて
2,128億円減（3.9％減）の 5兆 1,778億円となった。 

 
（３）地方債 

災害復旧事業債は増加したものの、減収補塡債、臨時財政対策債の減少により、前年
度と比べて 968億円減（1.8％減）の 5兆 3,950億円となった。 

 
（４）その他 

繰入金は増加したものの、企業への融資実績の減等による貸付金元利収入の減少等に
より、前年度と比べて 960億円減（1.3％減）の 7兆 1,719億円となった。 

 
 
＜東日本大震災分＞ 
東日本大震災分は、国庫支出金、繰入金の減少等により、前年度と比べて 3,938 億円減

（21.5％減）の 1兆 4,338億円となった。 
 
（１）一般財源 

震災復興特別交付税の減少等により、前年度と比べて 488億円減（14.5％減）の 2,881
億円となった。 

 
（２）国庫支出金 

放射線量低減対策特別緊急事業費補助金の減少等により、前年度と比べて 1,521 億円
減（23.3％減）の 5,011億円となった。 

 
（３）地方債 

公営住宅建設事業債等に係る地方債の減少等により、前年度と比べて 48 億円減
（19.3％減）の 200億円となった。 

 
（４）その他 

東日本大震災復興関連基金からの繰入金の減少等により、前年度と比べて 1,882 億円
減（23.2％減）の 6,246億円となった。 

 

３ 歳  入 













 －別８－ ４ 歳出（その２） 

 
 

【性質別】 

 
性質別歳出は、補助費等、積立金の減少等により、前年度と比べて 4,912億円減（1.0％

減）の 48兆 9,573億円となった。 
通常収支分及び東日本大震災分の主な増減内訳はそれぞれ以下のとおりである。 
 
 

＜通常収支分＞ 
通常収支分は、普通建設事業費が増加したものの、補助費等、公債費の減少等により、

前年度と比べて 1,337億円減（0.3％減）の 47兆 7,099億円となった。 
 

（１）義務的経費 
・扶助費は、指定難病患者への医療費助成に係る事務の政令指定都市への移譲等により、

前年度と比べて 273億円減（2.5％減）の 1兆 729億円となった。 
・公債費は、臨時財政対策債元利償還額が増加したものの、公共事業等債の元利償還額
の減少等により、前年度と比べて 2,768 億円減（3.9％減）の 6 兆 7,733 億円となっ
た。 

 
（２）投資的経費 
・普通建設事業費は、東京都の築地市場跡地取得事業等により、前年度と比べて 7,297
億円増（11.1％増）の 7兆 2,800億円となった。 

・災害復旧事業費は、平成 30年度に発生した大阪北部地震、7月豪雨、台風第 21号、北
海道胆振東部地震等の対応により、前年度と比べて 1,528億円増（52.5％増）の 4,440
億円となった。 

 
（３）その他の経費 
・補助費等は、県費負担教職員の給与負担等の政令指定都市への移譲に係る道府県民税
所得割臨時交付金及び国民健康保険財政調整交付金の減少等により、前年度と比べて
1兆 754億円減（7.6％減）の 13兆 484億円となった。 

・積立金は、東京オリンピック・パラリンピック開催準備基金積立金の減少等により、
前年度と比べて 1,937億円減（18.6％減）の 8,448億円となった。 

 
 

＜東日本大震災分＞ 
東日本大震災分は、積立金、普通建設事業費の減少等により、前年度と比べて 3,574 億

円減（22.3％減）の 1兆 2,473億円となった。 
 

（１）義務的経費 
・人件費は、災害派遣職員の減少等により、前年度と比べて 18億円減（11.2％減）の 143
億円となった。 

 
（２）投資的経費 
・普通建設事業費は、補助事業費の減少等により、前年度と比べて 799 億円減（14.2％
減）の 4,843億円となった。 

・災害復旧事業費は、補助事業費の減少等により、前年度と比べて 687 億円減（24.4％
減）の 2,127億円となった。 

 
（３）その他の経費 
・補助費等は、福島県内市町村の除染事業に対する補助金の減少等により、前年度と比
べて 796億円減（31.6％減）の 1,719億円となった。 

・積立金は、除染関連基金への積立金の減少等により、前年度と比べて 1,020億円減 
（46.2％減）の 1,189億円となった。 
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